
熊本市スポーツ振興基金事業運営に関する内規 
 

 

第１章 顕 彰 

 

（要 件） 

第１条 熊本市スポーツ振興基金実施要綱（以下「実施要綱」という。）第３条に規定

する顕彰の対象者は、次の各号のいずれかの要件に該当しなければならない。 

(1) 市内に在住又は通学・通勤の高校生以上の個人 

(2) 市内の高校、大学、事業所に籍を置く団体 

(3) その他本市の出身等、本市と縁が深いと認められる者で、市長が特に必要と認

めた者 

 

（大会基準） 

第２条 実施要綱第３条に規定する全国規模以上の大会は、次のとおりとする。 

(1)  国際大会 

オリンピック・パラリンピック（以下「オリ・パラ」という。） 

（2） オリ・パラを除く国際大会 

  世界選手権大会（ワールドカップ）、アジア大会、ユニバーシアード、その他こ

れに準じた大会 

(3) 全国大会 

日本選手権大会、全日本学生選手権大会、全国高等学校総合体育大会、国民体

育大会、全国身体障害者スポーツ大会、その他これに準じた大会 

 

（顕彰の候補者） 

第３条 熊本市スポーツ協会及び同協会加盟団体、その他熊本市に組織を有する競技団

体等の長は、顕彰の候補者（以下「候補者」という。）を市長に推薦することができ

る。 

また、市長は、必要に応じて関係団体の長へ候補者の推薦を依頼することができる。 

 

（副 賞） 

第４条 実施要綱第３条第５項に定める副賞は次の金額を限度とした金品とする。但し、

市長が特に必要と認めるときは、これを増額することができる。 

(1) 個人  ３０万円 

(2) 団体  ５０万円  

 

（諮 問） 

第４条の２ 市長は、顕彰の対象者（以下「対象者」という。）及び副賞の額を決定し

ようとするときは、その内容について熊本市スポーツ振興基金運営協議会（以下「協

議会」という。）に諮問するものとする。 

  

（対象者等の決定） 

第５条 対象者及び副賞の内容については、協議会の答申を参酌の上、市長が決定する。 

 

（顕彰の時期） 

第６条 顕彰は、毎年３月に、前年１月から１２月までの成績に対して行う。但し、市

長が必要と認めるときは、この限りでない。 



 

第２章 大会出場激励 

 

（趣 旨） 

第７条 実施要綱第４条に規定する激励金は、著名な全国規模以上の大会に出場し、本

市のイメージアップに貢献することが特に期待されている個人又は団体に、その活躍

を祈念して激励することを目的として交付するもので、類似する大会出場補助金とは

その趣旨を異にする。 

 

（国際大会の要件） 

第８条 国際大会出場激励金の交付対象者は、次の各号のいずれかの要件に該当しなけ

ればならない。 

(1)  市内に在住、通学又は通勤する小学生以上の個人 

(2) 市内の小学校、中学校、高校、大学又は事業所に籍を置く団体 

 

（全国大会の要件） 

第９条 全国大会出場激励金の交付対象者は、学校教育活動外のスポーツ大会に出場す

る市内に在住若しくは通学する小学生、中学生若しくは高校生の個人又は団体とす

る。 

 

（激励金の交付） 

第 10条 激励金の交付については、次のとおりとする。 

(1) 激励金の交付対象となる大会及び大会激励金の額は、別表第１に定めるとおり

とする。 

(2) 激励金の交付対象者は大会に出場する選手であること。団体での申請の場合に

は、出場申込書に記載されている者。 

(3) 原則３人以上で、大会に出場する場合は、代表者が申請を行うこと。 

(4) 同一選手に対する全国大会出場激励金の交付は、同一年度内１回までとする。

但し、国際大会出場激励金はこれに該当しない。 

(5) 激励金を受けようとする者は、大会出場前に申請書に添えて開催要項、出場者

名簿及び出場することを証する書面を市長に提出しなければならない。 

(6) 類似する大会出場激励金・補助金を受け、出場する個人又は団体に対しては、

交付しない。 

(7) 申請者は、大会が終了したときは速やかに大会の実績を記載した書類又はその

写しを市長に提出しなければならない。 

(8) 激励金は、前号の実績報告の提出後に交付する。 

 

（交付の決定） 

第 11 条 市長は、激励金の受給者交付を決定しようとするときは、必要に応じて協議

会に諮問し、その答申を参酌の上行うものとする。 

 

（交付決定の取消し等） 

第 12 条 市長は、次の各号に該当すると認めたときは、激励金の交付の決定を取り消

し、この全部又は一部を返還させることができる。 

(1) この内規に違反したとき。 

(2) 虚偽その他不正なる手続きにより、激励金の交付を受けたとき。 

 



第３章 大会招致及び開催支援 

 

（趣 旨） 

第 13 条 国際又は全日本クラスのスポーツ競技大会を招致し、市民にそのハイレベル

の力と技に触れる機会を提供することにより、スポーツの感動を与え、もって本市ス

ポーツ振興に資する様な優れた大会の招致及び開催の支援を行うことを目的とする。 

 

（要 件） 

第 14条 支援をうけるためには、次の各号の要件全てに該当しなければならない。 

(1) 文部科学省、（公財）日本スポーツ協会又は同協会加盟の社会体育団体が行う招

致活動及び大会であること。但し、市長が特に認めるときはこの限りではない。 

(2) 本市内で行われる大会であること。 

(3) 九州規模以上の大会であること。 

(4) 一般客の自由な観戦ができること。（入場料徴収の有無は問わない。） 

 

（支援経費） 

第 15 条 支援の対象となるのは、招致活動経費としての旅費及び需用費並びに大会の

運営直接経費とし、その一部を支援するもの。 

 

（支援申請） 

第 16 条 支援を希望する者は事業計画書ほか、必要に応じた資料を申請書とともに市

長に提出しなければならない。 

 

（支援の決定） 

第 17 条 市長は、支援の可否及び金額を決定しようとするときは、必要に応じて協議

会に諮問し、その答申を参酌の上行うものとし、結果について申請者あてに文書で通

知する。 

 

（実績報告） 

第 18 条 支援を受けた者は、単一年度事業に関しては事業終了後、複数年に跨がる事

業の場合は各年度末に速やかに実績報告書を市長に提出しなければならない。 

 

（支援決定の取消し等） 

第 19 条 市長は、次の各号に該当すると認めたときは、支援金の交付の決定を取り消

し、この全部又は一部を返還させることができる。 

(1) この内規に違反したとき。 

(2) 支援金の使途に不正があったとき。 

(3) 虚偽その他不正なる手続きにより、支援金の交付を受けたとき。 

 

第４章 スポーツの普及及び啓発 

 

（趣 旨） 

第 20 条 実施要綱第６条に規定するスポーツの普及及び啓発事業とは、広く市民へ新

たなスポーツの提供・普及を行い、市民のスポーツに対する関心を高める様な顕著な

活動を行う個人又は団体に対して、その活動への支援を行うことを目的とする。 

 

（要 件） 



第 21 条 支援を受けることができるのは、熊本市内にその活動の拠点を置き、市民へ

普及及び啓発活動を行う個人又は団体とする。 

 

（支援申請） 

第 22 条 支援を希望する者は事業実績書及び計画書のほか、必要に応じた資料を申請

書とともに市長に提出しなければならない。 

 

（支援額） 

第 23 条 支援する額は、次の金額を限度とする。但し、市長が特に必要と認めるとき

は、増額することができる。 

(1) 個人 ３０万円 

(2) 団体 ５０万円 

 

（支援の決定） 

第 24 条 市長は、支援の可否及び金額を決定しようとするときは、必要に応じて協議

会に諮問し、その答申を参酌の上行うものとし、結果について申請者あてに文書で通

知する。 

 

（事業報告） 

第 25 条 支援を受けた者は、その支援金の使途等を明記した事業報告書等を市長の求

めにより提出しなければならない。 

 

（支援決定の取消し等） 

第 26 条 市長は、次の各号に該当すると認めたときは、支援金の交付の決定を取り消

し、この全部又は一部を返還させることができる。 

(1) この内規に違反したとき。 

(2) 支援金の使途に不正があったとき。 

(3)  虚偽その他不正なる手続きにより、支援金の交付を受けたとき。 

 

第５章 雑 則 

 

（適用除外） 

第 27条 次の各号のいずれかに該当する事業については、基金の対象事業としない。 

(1) 営利を主たる目的とする事業  

(2)  宗教的又は政治的な目的を有する事業 

 

（その他） 

第 28 条 市長は、スポーツ振興に必要と認めたときは、基金の対象事業とすることが

できる。 

 

附 則 

この内規は、平成１２年４月１日から施行する。 

この内規は、平成１３年４月１日から施行する。 

この内規は、平成１３年７月１日から施行する。 

この内規は、平成１９年４月１日から施行する。 

この内規は、平成２７年４月１日から施行する。 

この内規は、平成２９年４月１日から施行する。 



この内規は、平成３０年４月１日から施行する。 

この内規は、令和元年（２０１９年）１２月１６日から施行する。 

この内規は、令和３年（２０２１年）１０月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別表１） 

  激励金交付対象表(第10条関係)

主催者 交付対象大会 金額

オリンピック
パラリンピック

スペシャルオリンピックス
１００，０００円

世界規模　５０，０００円

アジア規模　３０，０００円
※日本国内で開催の場合は

１０，０００円

主催者または主管 交付対象大会 金額

　学校教育活動外の大会で予選を経たス
ポーツ競技に関する大会又は、予選大会
で優秀な成績を収めた団体・個人で各競
技協会（連盟）等の推薦するもの。

　予選を経たスポーツ競技に関する大会
又は、予選大会で優秀な成績を収めた団
体・個人で各競技協会（連盟）等の推薦
するもの。
※インターハイ、国民体育大会を除く

個人：１名につき５，０００円

団体：出場者数×５，０００円
（上限５０，０００円）

※開催地が九州内の場合は、
２分の１の金額

国
　
際
　
大
　
会

　　国際オリンピック委員会
　　国際パラリンピック委員会
　　国際大学スポーツ連盟
　　アジアオリンピック評議会
　　ｽﾍﾟｼｬﾙｵﾘﾝﾋﾟｯｸｽ国際本部
　　その他　これに準じる団体

世界選手権大会
ユニバーシアード

アジア大会
その他　これに準じる大会

全
　
国
　
大
　
会

日本スポーツ協会加盟団体
（準加盟は除く）

日本高等学校野球連盟


